
申請者

所　在　地

団　体　名

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 

担当者

所　　属

職・氏名

電話番号

Ｆ Ａ Ｘ

　　簿，講師略歴書）

　　れていない場合は，鹿児島労働局長に提出する登録教習機関登録申請書）

　　※１　法人以外の団体にあっては，定款その他基本約定款などを添付　

　　※２　複数の団体等による申請の場合にあっては，共同事業体協定書兼委任状

　10　登録教習機関としての鹿児島労働局長の登録通知書の写し（申請時において登録さ

　　　　（様式１―２），共同事業体連絡先一覧（様式１―３）を添付すること。

　１　事業計画書（様式２－１～４）

　２　研修館の管理経費に係る収支予算書（様式３―１～２）

　３　誓約書（様式４）

　４　法人にあっては，法人の登記事項証明書及び定款又は寄附行為※１

　８　団体等の役員名簿

　９　林業技術研修を実施できる団体等であることを証明できる書類（業務規程，講師名

（様式１－１）

指 定 管 理 者 指 定 申 請 書

　５　過去２年分の決算に関する書類（貸借対照表，損益計算書等の財務諸表）

　６　納税証明書（法人県民税，法人事業税，消費税及び地方消費税）

　７　団体等の概要

　鹿児島県知事　殿

　森の研修館かごしまの指定管理者の指定を受けたいので，下記のとおり書類を添付して

令和　年　月　日　

添付書類

申請します。



　【代表構成団体】

所在地

商号等

職・氏名

　【構成団体】

所在地

商号等

職・氏名

　【構成団体】

所在地

商号等

職・氏名

　共同事業体名

代表者　所在地

　　　　商号等

　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　 印

　なお，森の研修館かごしまの指定管理者に指定された場合は，各構成団体は森の研修館

債務の履行に関し，連帯して責任を負います。

かごしまの指定管理者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴い当共同事業体が負担する

共同事業体名称

共同事業体
事務所所在地

（様式１－２）

共 同 事 業 体 協 定 書 兼 委 任 状

令和　年　月　日　

　鹿児島県知事　殿

　森の研修館かごしまの指定管理者の募集に参加するため，募集要綱に基づき，共同体を

結成し，鹿児島県との間における以下の事項に関する権限を代表に委任して申請します。

共同事業体の

代表者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 印

（代表者） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 印

４　契約に関する件

委任事項

共同事業体の
構成団体
（委任者）

令和　年　月　日から当該指定管理者の指定終了後３ヶ月を経過する日

まで。

　ただし，当共同事業体が森の研修館かごしまの指定管理者とならなか

った場合は，直ちに解散します。また，当共同事業体の構成団体の脱退

又は除名については，事前に知事の承認がなければこれを行うことがで

１　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできません。

２　この協定に定めのない事項については，構成団体全員により協議す

　ることとします。

その他

※　共同事業体の構成団体の数が３者を上回る場合は，この様式に準じて様式を作成して
　ください。

きないものとします。

共同事業体の成
立，解散の時期
及び委任期間

１　指定管理者の指定の申請に関する件

２　協定締結に関する件

３　経費の請求受領に関する件



共同事業体の名称

代表構成団体　　担当者連絡先

構成団体　　担当者連絡先

構成団体　　担当者連絡先

電子メール

電話番号

所属団体

氏　　名

部署・職名

氏　　名

ＦＡＸ

電子メール

電子メール

氏　　名

（様式１－３）

共 同 事 業 体 連 絡 先 一 覧

令和　年　月　日　

電話番号 ＦＡＸ

部署・職名

電話番号 ＦＡＸ

所属団体

所属団体

部署・職名



１　団体等の概要

※

※ 申請日現在の役員名簿を添付してください。

資本金（基本財産）

従業員（職員）数

代　表　者

団体等設立年月日

（様式２－１）

事　業　計　画　書

団体等の名称

所　在　地

鹿児島県内所在の本
店又は主たる事務所

事務所名

所 在 地

主な事業内容

管理,設備保守業務,
その他委託に関する

実績

電話番号



２　研修館の管理計画等

※

⑵ 研修館の効用を最大
　 限に発揮するための
   管理方針等について

⑤研修の効果的な取組について

④利用者の安全確保について

①施設及び設備の効率的な維持管理計画について

②利用者の増加を図るための取組について

③利用者へのサービスの基本的な考え方について

研修館の管理計画等に関し，上記の項目について具体的に記入してください。（別紙可，様
式自由，項目毎に内容を記載）

（様式２－２）

①管理に係る基本方針について

②利用者の平等な利用を確保するための対応方針について

項　　目 具　　体　　的　　内　　容

⑴ 研修館の平等利用の
   確保について



２　研修館の管理計画等

※

（様式２－２）

項　　目 具　　体　　的　　内　　容

①管理経費の縮減を図る方策について

①類似施設の管理実績（又はその能力），ノウハウの保有等について

②事業遂行に向けた人的体制の確保について

③職員の指導体制，研修体制について

①県の施策との連携について

研修館の管理計画等に関し，上記の項目について具体的に記入してください。（別紙可，様
式自由，項目毎に内容を記載）

⑷ 管理を安定して行う
　 ための物的及び人的
   能力について

⑸ その他必要と認める
　 事項

⑶ 管理に係る経費の縮
　 減について



３　研修館の管理体制等

（記載例）

総括責任者： １人（常勤職員）

運営管理，予算・決算，危機管理等

研修部長： １人（常勤職員）

研修計画策定・実施，研修者の募集

機械管理専門部長： １人（○○職員）

研修用機械の整備，実技研修施設の整備・管理等

事 務 員： ○人（○○職員）

経理事務，○○事務等

研修講師： ○人

（記載例）

【総括責任者，研修部長，○○○○】

勤務時間： 午前８時30分から午後５時15分（休憩時間：正午から午後１時）

休　日：

※ ○○○○就業規程を適用

【機械管理専門部長】

勤務時間： 午前８時30分から午後５時（休憩時間：正午から午後１時）

休　日：

【研修講師】

※

勤務

体制

研修館の管理体制に関し，「人員及び業務内容」「勤務体制」について記入してください。
（別紙可，様式自由）

（様式２－３）

区分 森の研修館かごしま

人員

及び

国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日
及び12月29日から翌年の１月３日までの日（同法に規定する休日を
除く）

業務

内容

勤務体制，勤務内容，業務分担等が
明確にわかるよう記入するすること



４　その他

研修館の管理に関して，提案等があれば記入してください。

（様式２－４）



１　研修館の管理経費（年度ごと）

※ 研修館の管理経費について，記入してください。（別紙可）

注）１．記入については年度ごとにわけて記入してください。

２．備考欄には，それぞれの経費の積算根拠等詳しく記入してください。

３．ご記入の金額は，県から指定管理者への管理業務費の基礎となります。

４．別途，配布予定の研修館の管理に係る参考経費を参考にしてください。

５．事業計画書に示された内容と経費の内容が一致するよう記入してください。

・・・・

森の研修館かごしま（　年度）

合　計　額

・・・・

備　　　　　考

賃　金　　　　，旅　費　　　　，需用費
役務費　　　　，使用料

報償費　　　　，旅　費　　　　，需用費
役務費　　　　，使用料

経　費　名

・・・・

・・・・

人　件　費

外部委託料

費　　目

（様式３－１）

収　　支　　予　　算　　書

その他経費
維持管理

その他経費
研　　修

金　額　（円）



２　研修館の管理経費（総括表）

※ 年度ごとの管理経費の金額を再掲し，管理期間の合計額を記入してください。

注）１．ご記入の金額は，県から指定管理者への管理業務費の基礎となります。

２．別途，配布予定の研修館の管理に係る参考経費を参考にしてください。

３．事業計画書に示された内容と経費の内容が一致するよう記入してください。

（　）年度

合　計　額

（　）年度
　　　(円)

（　）年度
　　　(円)

（　）年度
　　　(円)

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・

その他経費
維持管理

その他経費
研　　修

人　件　費

外部委託料

（様式３－２）

費　　目 森の研修館かごしま（総括表）

経　費　名
　　　(円)

（　）年度
　　　(円)

合　計　額
　　　(円)



所　在　地
商号又は名称
代表者氏名

　　なお，当該宣誓に違反があった場合には，それまで事業者が費やした費用を賠償する
　ことなしに，県は申請者を失格とし，又は，指定を取り消すことに合意します。

　イ　役員等（法人にあっては非常勤を含む役員，支配人，営業所等（営業所，事務所そ
　　の他これらに準ずるものをいう。以下この号において同じ。）を代表する者その他い
　　かなる名称を有するものであるかを問わず法人の経営を行う役職にある者若しくは経
　　営を実質的に支配している者（以下この号において「法人役員等」という。），法人
　　格を有しない団体にあっては代表者，理事その他法人役員等と同等の責任を有する者
　　又は個人にあってはその者，営業所等を代表する者その他いかなる名称を有するもの

　　団員等」という。）であると認められるとき。

　カ　役員等が，暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

記

　ア　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規　　定する暴力団（以下この号において「暴力団」という。）であると認められるとき。
　　２号に規定する暴力団（以下この号において「暴力団」という。）であると認められ

　　であるかを問わず個人の経営を行う役職にある者若しくは経営を実質的に支配してい
　　る者をいう。以下この号において同じ。）が，鹿児島県暴力団排除条例（平成26年鹿
　　児島県条例第22号）第２条第３号に規定する暴力団員等（以下この号において「暴力

　　められるとき。
　キ　役員等が，暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をするために
　　これらを利用していると認められるとき。
　ク　アからキに定める者の依頼を受けて申請をしようとする団体等
５　その他申請書類に虚偽の記載はないこと。

　指名停止措置を受けている者でないこと。
４　次のアからクまでのいずれにも該当しない者であること。
　　なお，資格要件確認のため，鹿児島県警察本部に照会する場合がある。

　オ　役員等が，暴力団又は暴力団員等に対して，いかなる名義をもってするかを問わず，
　　金銭，物品その他の財産上の利益を不当に提供し，又は便宜を供与するなど直接的又

　　加える目的をもって，暴力団又は暴力団員等を利用していると認められるとき。

　　るとき。

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当するものでないこ
　と。
２　会社更生法（平成14年法律第154号），民事再生法（平成11年法律第225号）の規定に
　基づき更生又は，再生手続をしている者でないこと。
３　鹿児島県が行う建設工事等の請負又は物品・役務の購入・提供もしくは製造の請負の

（様式４）

誓　　　約　　　書

令和　年　月　日　

　鹿児島県知事　殿

　森の研修館かごしまの指定管理者指定申請に際し，下記事項を誓約します。

　　は積極的に暴力団の維持運営に協力し，又は関与していると認められるとき。

　ウ　暴力団又は暴力団員等が，その経営に実質的に関与していると認められるとき。
　エ　役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を



（提出者）

（担当者）

○説明会出席者名簿

団体名（担当部署） 氏　　　　　名

電子メール

　森の研修館かごしまの指定管理者の募集に係る説明会に参加したいので申し込みます。

　鹿児島県知事　殿

所 在 地

団 体 名

代表者氏名

担 当 部 署

（様式５）

現 地 説 明 会 参 加 申 込 書

令和　年　月　日　

氏 名

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ



（様式６）

質　　問　　書

職 ・ 氏 名

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ

団 体 名


